
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人佐賀大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

本学は教育・研究・診療を主要事業としている。役員報酬を検討するにあたって，他の国立大
学法人，国家公務員，類似事業を実施している民間法人や独立行政法人等のほか，国・地方
公共団体が運営する教育・研究機関のうち常勤職員数（本学1898人）や教育・研究事業で比較
的同等と認められる以下の法人等を参考にした。

（１）国立大学法人島根大学・・・・当該法人は，同じ国立大学法人として教育・研究・診療事業
を実施している（常勤職員数2129人）。公表資料によれば，令和２年度の法人の長の年間報酬
額は17,522,000円であり，公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額等を勘案すると，
17,447,000円と推定される。同様の考え方により，理事については13,872,000円～14,269,000円，
監事については11,901,000円と推定される。

（２）事務次官年間報酬額・・・23,374,000円

本学が定める役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において，「役員としての業務に対す
る貢献度等を総合的に勘案し，学長が国立大学法人佐賀大学経営協議会に諮った上で，その
額の１００分の１０の範囲内で，これを増額し，又は減額することができる。」としている。

役員報酬は，月額及び期末特別手当から構成されており，月額について
は，国立大学法人佐賀大学役員報酬規程に基づき本給に地域手当，広域
異動手当，通勤手当，単身赴任手当を加算して算出することとなっている。
また，期末特別手当は，基準日現在の本給，地域手当及び広域異動手当
の月額の合計額に，当該合計額に１００分の２０を乗じて得た額並びに本給
月額に１００分の２５を乗じて得た額を加算した額を基礎として，１００分の１６
７．５を乗じて得た額に，基準日以前６か月以内の期間におけるその者の在
職期間に応じた割合を乗じて得た額となっている。

令和３年度については，報酬の改定は行っていない。

支給基準及び報酬改定については，法人の長に同じ。

非常勤理事については，国立大学法人佐賀大学役員報酬規程に基づき，

月額100,000円の非常勤役員手当と通勤手当から構成されている。
令和３年度については，報酬の改定は行っていない。

非常勤監事については，国立大学法人佐賀大学役員報酬規程に基づ
き，月額180,000円の非常勤役員手当と通勤手当から構成されている。

令和３年度については，報酬の改定は行っていない。

支給基準及び報酬改定については，法人の長に同じ。



２　役員の報酬等の支給状況
令和３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

17,497 12,420 5,027 50 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,874 9,816 3,973 85 （通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

13,789 9,816 3,973 0 （　　　　）

千円 千円 千円 千円

14,337 9,816 3,973 547 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

11,708 7,596 3,329
　　　    24
　　　　759

（通勤手当）
（広域異動手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200 0 0 （　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,200 1,200 0 0 （　　　　）

千円 千円 千円 千円

12,125 8,472 3,429 224 （通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,160 2,160 0 0 （　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
     独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額，各内訳について千円未満切捨てのため，総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

A監事

B監事
（非常勤）

F理事
（非常勤）

前職

E理事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

D理事

C理事

法人の長

A理事

B理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体系
的に身に付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研究，社
会貢献の全学的・組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経営に対
する意識改革を学長の強いリーダーシップの下で推進している。そうした中で，
佐賀大学の学長は職員数1898名の法人の代表として，その業務を総理する
とともに，公務を司り，所属職員を総督して，経営責任者と教学責任者の職務
を同時に担っている。

学長の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
33,315千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与額
23,374千円と比べてもそれ以下となっている。

また，同規模の他の国立大学の長の報酬水準（琉球大学，山口大学及び
島根大学の長の平均報酬17,079千円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，学長の
報酬水準は妥当であると考えられる。

本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体系
的に身に付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研究，社
会貢献の全学的・組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経営に対
する意識改革を学長の強いリーダーシップの下で推進している。そうした中
で，佐賀大学の理事は学長を直接補佐し，それぞれの担当任務についての
企画立案，点検評価及び改善を行っている。

理事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
33,315千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与額
23,374千円と比べてもそれ以下となっている。

また，同規模の他の国立大学の理事の報酬水準（琉球大学，山口大学及
び島根大学の理事の平均報酬13,743千円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，理事
の報酬水準は妥当であると考えられる。

本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体系
的に身に付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研究，社
会貢献の全学的・組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経営に対
する意識改革を学長の強いリーダーシップの下で推進している。そうした中で，
佐賀大学の理事は学長を直接補佐し，それぞれの担当任務についての企画
立案，点検評価及び改善を行っている。

理事（非常勤）の年間報酬額は，同規模の他の国立大学の理事（非常勤）
の報酬水準（島根大学の理事（非常勤）の報酬1,200千円）と同水準となって
いる。

こうした職務内容の特性や他の法人との比較を踏まえると，理事の報酬水
準は妥当であると考えられる。

国立大学法人のガバナンスにおいては，監事及び監査室が行う監査業務の
果たす役割が重要になってきている。佐賀大学においてもガバナンスを充実
するために，監査業務の充実を図っているところである。そうした中で，佐賀大
学の監事は，本学の業務の合理的かつ効率的運営を図ること及び会計経理
の適正を期することを目的に定期的及び臨時に監査を行っている。

監事の年間報酬額は，人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
33,315千円と比較した場合，それ以下であり，また，事務次官の年間給与額
23,374千円と比べてもそれ以下となっている。

また，同規模の他の国立大学の監事の報酬水準（琉球大学，山口大学及び
島根大学の監事の平均報酬12,134千円）と同水準となっている。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，監事の
報酬水準は妥当であると考えられる。

国立大学法人のガバナンスにおいては，監事及び監査室が行う監査業務
の果たす役割が重要になってきている。佐賀大学においてもガバナンスを
充実するために，監査業務の充実を図っているところである。そうした中で，
佐賀大学の監事は，本学の業務の合理的かつ効率的運営を図ること及び
会計経理の適正を期することを目的に定期的及び臨時に監査を行っている。

監事（非常勤）の年間報酬額は，同規模の他の国立大学の監事（非常勤）
の報酬水準（宮崎大学の監事（非常勤）の報酬1,961千円）と同水準となって
いる。

こうした職務内容の特性や民間企業の役員等との比較を踏まえると，監事
の報酬水準は妥当であると考えられる。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職，他の同規模の国立大学
法人，民間企業等との比較などを考慮すると，役員の報酬水準は妥当である
と考える。



４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

法人での在職期間

監事
（非常勤）

判断理由

該当者なし

該当者なし

該当者なし理事
（非常勤）

理事

法人の長

理事

監事
（非常勤）

理事
（非常勤）

監事

法人の長

役員の業績を報酬に反映させる仕組みとしては，期末特別手当（ボーナス）において，「役員
としての業務に対する貢献度等を総合的に勘案し，学長が国立大学法人佐賀大学経営協議
会に諮った上で，その額の１００分の１０の範囲内で，これを増額し，又は減額することができ
る。」としている。

該当なし。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和３年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

○本学の給与水準を検討するにあたって，他の国立大学法人等，国家公務員のほか，令和
３年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち，企業規模別（本学1898人）・職種別平
均支給額を参考にした。

（１）国立大学法人島根大学・・・当該法人は主要事業（教育・研究・診療）において類似す
る国立大学法人であり，法人規模についても同等（2125人）となっている。

（２）国家公務員・・・令和２年度において，国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与
月額は407,153円となっており，全職員の平均給与月額は414,729円となっている。

（３）職種別民間給与実態調査において，本学と企業規模が同等で大学卒の事務系職員の
平均給与月額と比較（例えば，事務係長の平均給与月額は494,589円となっている。）。
○本学の教育，研究及び地域・国際貢献活動等の目的に沿った総合的な人員計画並びに
中期目標，中期計画に掲げる人件費抑制の為の実行計画を基に，当法人において決定され
た予算の範囲内で適正かつ効率的な人件費管理を行う。

昇給の実施及び勤勉手当の成績率の判定に当たっては，人事評価制度による評価結果
等を踏まえた勤務成績を考慮している。

・昇給については 昇給日（毎年１月１日）前１年間におけるその者の勤務成績に応じて，
それぞれ昇給号俸数を決定する。

具体的には，１年間良好な成績で勤務した者を，４号俸上位の号俸に昇給させることを基
準として，勤務成績に応じ昇給号俸数を加減させることにより昇給号俸数を決定する。

・勤勉手当（査定分）ついては ６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ
在職する職員に対し，基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて，
それぞれ支給割合を決定する。

・昇格及び降格については，特に勤務成績が優秀で，かつ大学が定める必要経験年数
を有している者は上位の職務の級に昇格させることが出来るとし，勤務成績が不良な場合
は，下位の級に決定することが出来るとしている。

職員の給与は，「国立大学法人佐賀大学職員給与規程」に基づき，本給，本給の調整額，
管理職手当，職務付加手当，初任給調整手当，扶養手当，地域手当，広域異動手当，住居
手当，通勤手当，単身赴任手当，死体処理手当，放射線取扱手当，異常圧力内作業手当，
夜間看護等手当，夜間診療手当，オンコール手当，教員特殊業務手当，教育実習等指導手
当，教育業務連絡指導手当，義務教育等教員特別手当，教職調整額，極地観測手当，超過
勤務手当，緊急手術手当，休日給，夜勤手当，宿日直手当，管理職員特別勤務手当，期末
手当，勤勉手当，期末特別手当，研究推進特別手当，幼稚園教諭処遇改善手当及び看護職
員等処遇改善手当から構成されている。

期末手当については，期末手当基礎額（本給月額，本給の調整額，教職調整額，扶養手当
の月額，地域手当及び広域異動手当の月額に役職に応じた加算額並びに管理職加算額を
加算したもの）に１００分の１２７．５（前述の管理職加算額を加算するものについては１００分の
１０７．５）を乗じ，さらに基準日以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割
合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については，勤勉手当基礎額（本給月額，本給の調整額，教職調整額，地域手当
及び広域異動手当の月額に役職に応じた加算額並びに管理職加算額を加算したもの）に支
給細則に定める割合を乗じ，さらに基準日以前６カ月以内の期間におけるその者の在職期間
に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお，令和３年度においては，以下の給与改定を行った。
○新型コロナウイルス感染症への対応と少子高齢化への対応が重なる最前線において働く幼
稚園教諭及び附属病院看護職員等について，処遇改善のため以下の措置を講ずることとした。
①幼稚園教諭処遇改善手当【令和４年３月９日実施（令和４年２月１日適用）】

・「幼稚園教諭処遇改善手当」を新設し，附属幼稚園に勤務する教諭に対して月額16,000
円を支給
②看護職員等処遇改善手当【令和４年４月１日実施※】

・「看護職員等処遇改善手当」を新設し，附属病院に勤務する看護職員等に対して月額
3,000円を支給

※令和３年度においては，令和４年３月支給給与にて，令和４年２月分及び３月分の
看護職員等処遇改善手当（月額3,000円）を一時金として支給

○新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する職員について，以下の措置を講ずる

こととした。 【令和３年９月２２日実施（令和３年８月９日適用）】
・「新型コロナウイルスワクチン接種業務従事手当」を新設し，対象業務に従事した医師，歯

科医師，研修医，薬剤師，保健師及び看護師に対して，１時間当たりの規定する額を支給



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1237 42.9 6,290 4,602 75 1,688
人 歳 千円 千円 千円 千円

265 41.3 5,324 3,895 80 1,429
人 歳 千円 千円 千円 千円

366 52.9 8,795 6,349 101 2,446
人 歳 千円 千円 千円 千円

421 37.0 5,026 3,732 51 1,294
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 51.5 4,844 3,556 70 1,288
人 歳 千円 千円 千円 千円

21 44.6 7,250 5,324 102 1,926
人 歳 千円 千円 千円 千円

37 40.1 6,475 4,792 88 1,683
人 歳 千円 千円 千円 千円

119 37.1 5,077 3,765 58 1,312
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

43 62.7 3,474 2,906 68 568
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 63.0 3,466 2,901 81 565
人 歳 千円 千円 千円 千円

8 61.5 3,736 3,114 27 622
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 62.5 3,004 2,513 53 491

人 歳 千円 千円 千円 千円

151 49.3 3,965 3,322 47 643
人 歳 千円 千円 千円 千円

74 49.9 3,216 2,396 59 820
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 42.7 7,154 6,331 23 823
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 55.2 3,982 3,023 97 959
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 46.1 3,567 2,811 58 756
人 歳 千円 千円 千円 千円

32 53.3 2,259 2,091 42 168
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 49.1 9,379 9,379 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）

その他医療職種
（看護師）

事務・技術

医療職種
（病院看護師）

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

その他医療職種
（看護師）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内区分 うち賞与

医療職種
（病院医療技術職員）

技能・労務職種

寄附講座教員

再任用職員

総額
人員

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

常勤職員

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）



（年俸制適用者）
人 歳 千円 千円 千円 千円

144 45.5 8,134 5,628 100 2,506
人 歳 千円 千円 千円 千円

144 45.5 8,134 5,628 100 2,506

（年俸制適用者）
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 35.6 4,092 4,092 86 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 31.9 3,558 3,558 68 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 49.2 6,051 6,051 154 0

注１：常勤職員については，在外職員，任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：「技能・労務職種」とは，調理師，自動車運転手，用務員等の技能・労務的業務に従事する職種を示す。

注３：「教育職種（附属高校教員）」には，附属特別支援学校教員を含む。

注４：「教育職種（附属義務教育学校教員）」には，附属幼稚園教員を含む。

注５：常勤職員のその他医療職種（看護師）及び非常勤職員のその他医療職種（看護師）については，各々該当者が

　２名以下のため，当該個人に関する情報が特定される恐れのあることから，区分以外は記載せず，全体の数値からも

　除外している。

注６：常勤職員の表について医療職種（病院医師）は該当者がいないため欄の記載を省略した。

注７：在外職員，任期付職員の区分については該当者がいないため，表の掲載を省略した。

注８：再任用職員の表について，教育職種（大学教員），医療職種（病院医師），は該当者がいないため欄の記載を省略した。

注９：非常勤職員の表について，医療職種（病院医師）は該当者がいないため欄の記載を省略した。

教育職種
（大学教員）

非常勤職員

契約医療事務職員

契約リサーチ・アドミニ
ストレーター

常勤職員



②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下，④まで同じ。

注２：年齢20～23歳の該当者は１人であるため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　 年間給与については表示していない。

注１：年齢32～35歳の該当者は２人であるため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　 年間給与については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師）)〔在外
職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 4 56.3 9,740

課長 18 56.2 7,367

副課長 27 52.2 6,444

係長 108 44.0 5,533

主任 34 40.9 4,888

係員 74 29.0 3,785

注１：年齢20～23歳の該当者は３人であるため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　 年間給与額の第1・第3四分位については表示していない。

 7,826　～　5,605

 7,105　～　4,215

 6,082　～　3,898

 4,654　～　3,006

注２：「課長」には課長相当職である「事務長」及び「監査室長」，「副課長」には副課長相当職である
     「専門職」及び「技術専門員」，「係長」には係長相当職である「専門職員」及び「技術専門職員」
　　 を含む。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

 ―　　～　　―

 8,496　～　6,372代
表
的
職
位

注１：「部長」の該当者は４人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　 年間給与額の（最高～最低）については記載していない。

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院看護師））
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（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 158 57.3 9,878

准教授 137 50.7 8,212

講師 25 47.9 7,878

助教 39 46.0 6,636

助手 2

教務職員 5 51.3 5,549

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1

副看護部長 4 50.8 7,243

看護師長 25 50.2 6,344

副看護師長 43 45.5 5,688

看護師 348 34.7 4,754

注１：「看護部長」の該当者は１人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　 　「平均年齢」以下の事項について記載していない。

注２：「副看護部長」の該当者は４人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　 年間給与額の（最高～最低）については記載していない。

千円

　
代
表
的
職
位

―　　～　　―

―　　～　　―

6,789　～　5,729

6,385　～　4,462

6,361　～　3,684

注１：「助手」の該当者は２人のため，当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから，
　　  「平均年齢」以下の事項については記載していない。

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

千円

代
表
的
職
位

13,365　～　7,946

10,613　～　6,684

10,441　～　6,992

 8,238　～　5,460

 ―　　～　　―

 5,800　～　5,048

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）



④

　（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

55.8 56.1 56.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.2 43.9 44.0

％ ％ ％

         最高～最低 51.0～40.2 51.0～40.2 51.0～40.2

％ ％ ％

57.4 56.5 56.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.6 43.5 43.1

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～38.8 49.5～39.2 48.5～39.3

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

54.5 53.5 54.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.5 46.5 46.0

％ ％ ％

         最高～最低 53.5～40.3 51.0～40.4 52.3～40.3

％ ％ ％

57.6 56.9 57.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.4 43.1 42.8

％ ％ ％

         最高～最低 53.5～39.1 50.9～39.0 52.3～39.1

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

56.2 55.9 56.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 43.8 44.1 43.9

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～41.9 47.1～41.9 44.8～41.9

％ ％ ％

57.1 56.2 56.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.9 43.8 43.4

％ ％ ％

         最高～最低 47.4～39.0 49.5～38.1 47.3～39.0

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員）／医療職員（病院
看護師））

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

・年齢勘案　　　　　　　　　 82.0
・年齢・地域勘案　　　　　 91.1
・年齢・学歴勘案　　　　　 81.8
・年齢・地域・学歴勘案　　 90.8
（参考）対他法人　　　　　 93.7

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　26.6％】
　（国からの財政支出額　11,842,264千円，支出予算の総額　44,369,191千
円：令和３年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和２年度決算）】
【管理職の割合　8.3％　（常勤職員数265名中22名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　72.4％　（常勤職員265名中192名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　23.0％】
　（支出総額　43,939,935千円，給与・報酬等支給総額　10,140,566千円）
（法人の検証結果）
　本学は地域と共に未来に向けて発展し続ける大学を理念とし，教養を体
系的に身に付ける高等教育を目指し，大学の三つの使命である教育，研
究，社会貢献の全学的・組織的な取り組みの強化と，これを支える大学の経
営に対する意識改革を学長の強いリーダーシップの下で推進している。そう
した中で事務及び技術職員の担う役割は，多岐にわたり困難の度も増して
きており，専門的知識を有する職員の確保・育成が重要になってきている。
　また，対国家公務員指数は82.0であり，同規模の民間企業と比べても同種
の職種の水準を下回っている。以上のことから，給与は適切な水準と考えら
れる。

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は，職務の特性や国家公務員，民間企業の従業
員の給与等を勘案し，設定の考え方を明らかにすることが求められており，
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は，その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は，国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで，職員の給与水準を設定しており，法人における給与水
準の妥当性の検証結果から，適切な対応が執られていると考える。引き続
き，適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

講ずる措置
　引き続き，国家公務員等の給与水準を参考に適正な給与水準の維持に努める。



○医療職員（病院看護師）

・年齢勘案　　　　　　　　　 96.0
・年齢・地域勘案　　　　　 101.4
・年齢・学歴勘案　　　　　 92.4
・年齢・地域・学歴勘案　　 98.0
（参考）対他法人　　　　　 96.8

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標 89.4

　　　なお，平成19年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成15年度の教育職（一））との給与水準

　　（年額）の比較指標である。

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　26.6％】
　（国からの財政支出額　11,842,264千円，支出予算の総額　44,369,191千
円：令和３年度予算）
【累積欠損額　　0円（令和２年度決算）】
【管理職の割合　1.1％　（常勤職員数421名中5名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　61.5％　（常勤職員421名中259名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　23.0％】
　（支出総額　43,939,935千円，給与・報酬等支給総額　10,140,566千円）
（法人の検証結果）
　本学の主要な事業は，教育・研究・診療である。本学医学部附属病院に
おいては「患者・医療人に選ばれる病院を目指して」という理念の下，地域
医療への貢献，良き医療人の養成，高度医療技術の開発研究を推進して
いる。また，現在，医療の現場ではそれぞれの職種の専門性を活かし，互
いに連携することで最良のケアを提供するチーム医療の推進が求められて
いる。そうした中で，病院看護師の担う役割は重要であり，知識と人間性の
調和のとれた人材の確保・育成が最優先事項である。
　また，対国家公務員指数は96.0であり，同規模の民間企業の同種の職種
の水準を下回っている。以上のことから，給与は適切な水準と考えられる。

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は，職務の特性や国家公務員，民間企業の従業
員の給与等を勘案し，設定の考え方を明らかにすることが求められており，
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は，その合理性及び妥当性につ
いて，説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は，国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで，職員の給与水準を設定しており，法人における給与水
準の妥当性の検証結果から，適切な対応が執られていると考える。引き続
き，適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

講ずる措置
　引き続き，国家公務員等の給与水準を参考に適正な給与水準の維持に努める。

　　（注）上記比較指標は，法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に，令和３年度の教育
　　　　 職員（大学教員）と国の行政職(一)の年収比率を比較して算出した指数である。

項目 内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証



４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注１：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載している。

注２：「非常勤役職員等給与」においては，受託研究費その他競争的資金等により雇用される職員に係る費用及び

　   人材派遣契約に係る費用等を含んでいるため，当法人の財務諸表附属明細書の「18 役員及び教職員の給与

     の明細」における非常勤の合計額と一致しない。

18,584,60518,329,417

5,275,827

2,251,386 2,281,876

最広義人件費
18,478,550 18,365,262 18,417,125 18,387,387

福利厚生費
2,208,322 2,237,133 2,264,029 2,311,052

非常勤役職員等給与
4,825,611 4,932,696 4,841,778 4,941,675 5,054,689

9,995,679 10,140,566

退職手当支給額
1,009,972 848,897 983,382 1,034,282 997,173 857,160

10,346,536

区　　分

給与，報酬等支給総額
10,434,645 10,327,936 10,160,044

（扶養親族がいない場合）
○事務・技術職員
・２２歳（大卒初任給） 月額 182,200円 年間給与 2,986,258円
・３５歳（主任） 月額 273,600円 年間給与 4,544,358円
・５０歳（係長） 月額 361,200円 年間給与 6,078,634円

○大学教員
・２７歳（博士修了初任給） 月額 291,400円 年間給与 4,776,046円
・３５歳（助教） 月額 331,200円 年間給与 5,501,066円
・５０歳（教授） 月額 481,200円 年間給与 8,203,736円

※扶養親族がいる場合には，扶養手当（配偶者6,500円（一般（一）８級職員等
にあっては3,500円），子１人につき10,000円）を支給

個人の業績を給与へ反映させる仕組みとしては，昇給及び昇格の実施及び勤勉手当
の成績率の判定に当たって，人事評価制度による評価結果を踏まえて実施することとし
ている。



総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

①「給与，報酬等支給総額」について

「給与，報酬等支給総額」について，対前年度比1.45％増となっているのは，職員の平均給与支給
人数が増加したことが主な要因である。

②「退職手当支給額」について
「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２９年１１月１７日閣議決定）に基づき，平成

３０年１月１日から以下の措置を講ずることとした。
・役員に関する講じた措置の概要：退職手当基本額の調整率を0.87→0.837へ引下げ。
・職員に関する講じた措置の概要：退職手当基本額の調整率を0.87→0.837へ引下げ。

③「最広義人件費」について
「最広義人件費」について，対前年度比1.39％増となっているが，これは定年退職者及び早期

退職者（応募認定退職者）の減少等により退職手当の支給額が減少した一方，上記①の要因に
より給与，報酬等支給総額が増加したこと並びに非常勤職員の給与支給額が増加したことが主
な要因である。


	①m76 佐賀大学 ガイドライン様式１
	②m76 佐賀大学 ガイドライン様式１
	③m76 佐賀大学 ガイドライン様式１

